
意見シート

指定申請団体名：一般財団法人社会変革推進機構

記入年月日：平成30年12月6日

記入者の氏名：

〇委員確認欄（総合的な意見）

意見 評語

（委員記載）本事業に対する認諒・自覚・熱意はある。ただし、理事長が ＾ 
兼務であることや、常勤理車の報酬が高すぎることは、ソーシャルセク 委
ターの意識や実態をわきまえないものとみなさざるをえない。上から目 員
線での対応はしないという説明はあったが、報酬額を知った活用団体と 記
は対等で友好的関係を築けないのではないかと懸念する。 載

B 

※評語欄に記入する記号の考え方

A: 「指定の基準」を十分に満たしていると認められる。

B: 「指定の基準」を満たしていると認められる。
C: 「指定の基準」を満たしているとは認められない。

※区分Aの「十分に満たしている」とは、例えば、具体性、実現可能性、役員の資質

等の点で特に優れていると認められること。
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号
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公募要領記載の「確認項目」

0事務局確認欄
1確認 I

竪
備考

〇委員確認欄（着眼点別）

意見 評語

（委員記載）使命感・責任感・問題意識の点では十分である。ただ、大学IB 
理事長と兼務の常勤で勤まるのかに疑問がある。重要な時期であること
から考えて、専任理宰長になってほしい。

役員（代表理事）の
社会課題に対する
問題意識、使命感、
責任感等について
確認する。

「3.指
定の
基準 IP3
につい
て」

面接においては、指定を受けようとする団体（以
下「指定申請団体」という。）が指定活用団体の
使命に対する強い実行・実現意志を有しているこ, -
と等も確認．
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〇事務局確認欄
． 

0委員確認欄（着眼点別）

着眼点 1基準該当 公募要領記載の「確認項目J
確認

備考 意見 評語
番号ベージ 結果

n 業務実施体制•能力の適確性
理事長が兼務である-とに懸念があるがその他の体制は問題ない。 A 

休眠預金等交付金に係る資金の活用の目標や基本原則等について以

①金等業務実施計画が、基本方針を踏まえ、休眠預
下に記載あり。
P49~P79業務実施計画書「2組織全体の使命」、「3莱務実施にあ

第2 P4 交付金に係る資金の活用の目標や基本原
たっての基本的な考え方Ji)業務実施計画 則等に適合していること。

が、基基本本原方則針を踏ま
P117~P122業務実施計画害エグゼクティブサマリー［理念］、【理念実

え、 （国民
現に向けて当機構が果たすべき役割】

への遠元、共助、持
続可能性、透明性・ 絹織運営体制等について以下に記載あり．
説明貢任、公正性、 ②業務実施計画において、民間公益活動促進 P99~P100業務実施計画書「5(1湘織運営計画；体制」「5②組織運営
多様性、革新性、成 第2 P4 業務を適確に実施できる組織運堂体制等が整
果最大化、民間主 備できる見通しが示されていること。

計画：体制(5年計画）J

海）等に適合してい
P122業務実施計画書エグゼクティブサマリー【組織と人員体制］

るか。

③に適業確務実施計画が｀民間公益活動促進業務ごと 民間公益活動促進業務ごとの実施について以下に記載あり。
第2 P4 に実施できるものであると認められるこ P80~P97業務実施計画書「4業務の実施計画」

と。

P99~P100業務実施計画書「5(j)組織運営計画：体制」「5②組織運営 （委員記載）基本的L問題はない． •一．

計画：体制(5年計画）」 委

P122業務実施計画書エグゼクティプサマリー【組織と人員体制】 員

②諸助課成に係る業務を行う部署とは別に、社会の
記

第2
題ごとに現地調査を含む継統的な進捗管理 上記のうち、P99業務実施計画書「5(j)組織運営計画：体制」におい 載

P4 
や助言・協カ・支援及び成果評価の点検・検証 て、

ヽ

等の機能を適切に発揮できる体制とすること。 助成に係る業務を行う部署等について以下の記載あり。 A 

資金分配団と成体果の評選I定、資金の助成等：車業本部事業推進チーム
・進捗管理 価の点検・検証、評価実施支援等：事業本部経営支
援チーム

P136 別の紙構様成式の3(1. 評諸員名薄）※掲載順
「評諜員 多様性」として各評謙員について以下のとおり記載あ
り。
・磯崎功典（経済界）
・大田弘子（学識経験者）

④経験評論員会は、経済界、金融界や労働界、学識 ・柴田弘之（金融界）

第2 P4 者、マスコミ、ソーシャ分ル野セかクらタ人ー材（公登益活動 ・杉田亮毅（メディア関係）
に係る分野）等の幅広い 用を図 •高木剛（労働界）

ii)組織運営体制が り、構成の多様化を図ることが望ましい。 • 高橋陽子（ソーシャルセクター）
整っているか． •田中明彦（学識経験者）

・樽見弘紀（学識経験者）
・丹呉泰健（経済界）
• （女俣・ 作家）
・ニ橋正弘（行政経験者）

P137別紙様式3(2.理事名簿）※掲載順
⑤理車会は迅速な意思決定を図る観点から、理 ・斉柳光昌（常勁理奉）
車の総数は必要最小限にとどめることが望まし • 金田修（非常勤理事）

第2 P5 い。 非常勤理車）

（参考：一般財団法人を設置する場合、理事の人 • 高石良伸（常勤理事）
数の下限は3人） •永田俊一（非常勤理車）

•坂東呉理子（常勤理事（代表理事））

参考 P124~P135準備行為実施計画
2 
準備行為実施計画の内容が適確に実施できるも

準備行為実施計画に「優先的に解決すべき社会の諸課題の決定」につ

第2 （スケ
のとなっているか。

いての記載なし。ただし、民間公益活動促進業務規程（案）第3条（「優
,ノ.ユ 先的に解決すべき社会の諸課題」の決定）で、当該課題の解決に向け

ール） た全体的な方針について亭業計画において明示することとしている。



〇事務局確認欄 〇委員確認欄（着眼点別）

着眼点 1基準 翌 I 公募要領記載の「確認項目」
確認 備考 意見 評語

番号 結果

n業務実施体制・能力の適確性の続き
（委員記載）経理的基 は整っている

＾ P101~P116 業務実施唇エ計グ画ゼ書ク「5テ②ィブ組サ織マ運リ営ー計【画：業務運営コスト」 委
P123業務実施計画害 ティ 【予算】 員
P126~P135準備行為実施計画「準備行為実施に係る見込み額」 記
P518平成30年度財産目録（平成30年9月20日現在） 載

｀ 財務オ産状目態録等）について以下の記載あり。 A 

（財

貸借対照表、収支予算書等による財務状態を踏
資産合計300万円／負債合計0円／正味財産300万円

第3 P5 （支出）
まえ、今後の財務の見通しが適切であること。 支出合計：

46億1400万円(2019年度）、106億1770万円(2020年度）、211億6200万
円(2021年度）、263億1300万円(2022年度）、313億4580万円(2023年
度）（税込み）
うち助成金：
40億円(2019年度）、 100億円(2年020年度）、200億円(2021年度）、250億
円(2022年度）、300億円(2023 度）
準備行為実施計画期間の黄用：1億2014万5480円（税込み）

法人の財産の管理、運用について理車、監事が関与する体制について
以下に記載あり。
P4定款第6条（財産の管理及び運用）

第3 P6 
法人の財産の管理、運用について理事、監事が P474~P476理事の職務権限規程
適切に関与する体制を整備すること。 P501~P505監事監査規程

P506~P513経理規程
P99~P100事業実施計画書「5①組織運営計画：体制」、「5②組織運
営計画：体制(5年計画）」

iii)経理的基礎が
整っているか。

経理を適正に行うための十分な人員及び体制を
経理を行うための人員及び体制について以下に記載あり。

第3 P6 
確保する見込みがあること。

P99~P100事業実施計画書「5①組織運営計画：体制」、「5②組織運
営計画：体制(5年計画）」

第3 P6 他できのる団株体式の等意を思保決有定しにて実い質な的に関与することがいこと。 ゜
第3 P6 必要な会計帳簿を備え付けることb o・ 

第3 P6 の民間業務公益に関活す動る促経進理業と務をに区関分すしるて経整理理とすそるのこ他と。

P゚17定款第23条第4項において、 「この法人に会計監査人1名を置く．。」

第3 P6 会計監査人を設置する旨を定款で定めること。

゜P会と1定計39め監ら別査れ紙人て様い大式る光3。(監4. 会計監査人名簿）査法人

第3ヽ P6 浪いに見てつをには付規い資てす定はこ金すと公収るを認収支維会支ベ幾予ー計程算ス士寄の又書にも及は定の監びめと収査るし支法、こ収決人と。支算の書決監算に査つ書意

゜
第3 PS 監士事であのるうちこと少。なくとも1名が公認会計士又は税理

゜
（弁護士）P•・佐須1 3藤永8有明別紀美紙（（様非非式常常3勁勤(3）） . 監事名簿）※掲載順
（公認会計士•税理士）

3/10 



〇事務局確認欄 〇委員確認欄（着眼点別）

着眼点
基準 該当 公募要領記載の「確認項目」
番号 ページ

確認 備考 意見 評話
結果

n業務実施体制・能力の適確性の続き
（委員記載）経験者が複数いる-とから技術的専門的基礎は整ってい

＾ 
①関す民る間十公分益な活知動識やをソ有ーすシるャほルか・イ、ノペーションに

専門的能力等について以下に記載あり．
る 采:SC 

員
関 助成を行った P142~P400別紙様式4(霞歴書） 記

第3 P6 
実緒を有するなど、民間公益活動促進莱務を適 載
確に実施するために足る知識・技術を有する役 外部の専門家等について以下に記載あり。
職員を置くとともに、必要に応じ外部の専門家等 P55業務実施計画害「3業務実施にあたっての基本的な考え方」

~ 

を活用すること。 P523~P625アドバイザリーポードについて
A 

②十特分に、資金分配団体になり得る団体に関する
専門的能力等について以下に記載あり。

iv)技術的（専門的） な知見やネットワーク等を有すること、非資
P142~P400別紙様式4(霰歴書）

基礎が整っている 第3 P6 金的支援を必要に応じて外部の団体や専門家と 外部の専門家等について以下に記載あり。
か。 も連携しつつ伴走型で提供できる能力を有する

P55 業務実施計画害「3リ業ー務ホ実ー施ドににあつたいってての基本的な考え方」こと、!CT等を租極的に活用すること。 P523~P525アドバイザJ

専門的能力等について以下に記載あり。

③び科また、案件組成・案件発に知掘見能を力有をす有るすこるとこがと認及
Pl42~P400別紙様式4(履歴筈）

第3 P6 学技術分野の動向 外部の専門家等について以下に記載あり。
められることが望ましい。 P55業務実施計画書「3業務実施にあたっての基本的な考え方J

P523~P525アドバイザリーポードについて

（委員記載）豊冨な実緒からみて十分な資質をもっていると評価できる。

＾ ただし、兼務の理事長を勤めることはオーバーワークではないか。 委
員
記
載
ヽ

A 

v)役員（代表理事）「3 指
面接においては、指定を受けようとする団体（以

は適確に運営する 定の
十分な資質（マネジ 基準 P3 

下「指定申請団体Jという。）が指定活用団体の

メントの能力等）を につい
使命に対する強い実行・実現意志を有しているこ

持っているのか。 て」
と等も確認。
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0事務局確認欄 0委員確認欄（着眼点別）

着眼点
基準 該当

公募要領記載の「確認項目J
確認

備考 意見 評語
番号ベージ 結果

m中立性•公正性
【組織運営体制に関する事項】

（委員記載）常勁理車の率
ー・・一ー ．．． - ~-. 

＾ 
P99~P100業務実施計画害「5①組織運営計画：体制」「5②組織運営

らみて、このような報酬は 委
直すことと含めて、常勤珪 員

計画：体制(5年計画）」 記

①民間公益活動促進業務の適正な実施のため P122 業務実施コン計プ画ラ書イエアグンゼスク委テ員ィ会ブサ就マ任リ一【組織と人員体制】 載

に、コンプライアンス施策の検討等を行う組織
P526~P527 予定者 ヽ

第2 P4 
に（外実部施の等有を識担者う部等署も参を加するもの。）及びその下

上記のうち、P99業務実施計画吝「5①組織運営計画：体制」におい C 

設置すること。
て、
「コンブライアンス施策の検討等を行う組織及びその下に実施等を担う
部署」として、「コンブライアンス委員会」、 「コンブライアンス室Jの記載あ
り。 , 

＇ 
P99~P100業務実画施）」計画書「5①組織運営計画：体制」「5②組織運営
計画：体制(5年計

③金資金分配団体において休眠預金等に係る資 P122業務実施計画書エグゼクティプサマリ一【組織と人員体制】

第2 P4 
が公正に活用され、事業が適正に遂行される 上記のうち、pgg業務実施計画書「5①組織運常計画：体制」におい
よう監督するために必要な専門部署を設置する て、
こと。 資金分配団体に対する監督等を実施する部署として「監査部Jの記載あ

り。

【諸規程等に関する事項］

i)公正性を確保す 第2 P5 ①程等に組評を、役織織繕員えの員のる運会こ報営及と醸をび。規公踵程正事、に会慣行の輯う遭公た嘗開め規規に"租必や璽等倫な、理一緒規:的程 Q 
るために組織運営体
制・諸規程が整備さ
れているか。不正行

碑該動員決又促『進は集に理つ会事務いを又燒除て種I這特いの別た事案の上会に科で定の行書め直う隣るこ係こにととをを当。有民たす間っるて公評は益議、活当
第Pる4決4556譲粂民に｛利間あ益た公相っ益て反活は防動、止促当措進該置業決）務3謙,にに本関つ法すい人るての規特評程別議（の案員利）会害又関は係理を事有会すI 

為や利益相反防止
等の組織運営上の 第2 Po Q こおi,
工夫がなされている る評

か。 員又は理事を除いたうえで行わなければならない。

第2 P5 

ネ゚ジメントば、コンプライアンス室において実施される.., 

P473別紙様式7(役員及び評諸員の年間報酬等見込額並びに職員の給与の
年間支給見込額について）
役員及び評艤員に対する報酬等について以下の記載あり。
評様員（非常勤）:1,320千円（評話員会出席の都度30千円X11名x最大4回）

④び評民誠間公益活動促進業務に係る理事、監事及
代表理挙（常勤）0円（報酬辞退のため）

員に対する報酬等については、民間事業 理理亭事A(常勤）：26,400千円

者の役員の報酬等及び従業員の車情給を与考、指産定して活
B(非常勤）：1,440千円（理事会出席の都度30千円X12回x3名

第2 P5 用団体の経理の状況その他の車
評艤員会出席の都度30千円X4回X3名j

監挙A(非常勤）:960干円（理手会出席の都度30千円x12回X2名
不当な水準とならないような支給の基準を諸規 評譲員会出席の都度30千円X4回X2名）
程等に定めること。 職員（管管理理粽職）一人当たり給与：9,140千円（人数：5人）

朦員（ 以外）の一人当たり給与：7,000千円（人数：19人）

P466~P468役員及び評語員の報酬等に関する規程

（次ページに続
P469~P472負金規程

...、奮ヽ
5/J( 



〇事務局確認欄 〇委員確認欄（着眼点別）

着眼点 翡 9ー当ジ 公募要領記載の「確整項目」 ば 偏考 意見 評 語

（前ページにご記入ください）

（前ページから
前

の続き）

R員関るこ係民、理と者間を裏に公諸、対益監規し活程事、動等、特促職に別進員定の業そめ利務のる益他をこを行との与。う指えに定な当活いた用もりの団、評で体あ謙の

ペ

第 2 " ゜
I 

ジ

に

P場第4け44.る7合第7条審は1民（議項、資利間又の金害公は審分関益決査配係活議並団者動にび体つは促にのい当進第決て該業3定、項案務）選の件に定ア関に申ド関す請パ与るイ団規しザ体て程リとは（ーの案なボ間）らーなにドい利及。害び関理係事者会がにいおる

閃
＜ 
だ

さ

し9

第2 P5 規⑥不程正等行を備為えやる利こ益と相。反防止のために必要な諸

゜

P479~P481 コンプライアンス規程

第 2 P5 ⑦る者た庁も内ガ向）」のバ部けをと踏ガナ通すンま毅イるスドえ制たラ・．度コめイ内ンのン、部プ「整（公通平ラ備報益成イ・ア通制運28ン報度用年ス者をに12体整保関月制備護す9をす日法る実消る民を効こ費踏間と性者ま事しあえ業

゜
P482~P48¥>内部通報者保護に関する規程

第 2 P5 
⑧のをえと。行る民饂行っ人間者為公又にを益は対行活団しわ動体、な寄促のい附進利こそ業益との務のを他諸みを行の規のう特程増に別等大当のにをた図利定りめる益、活る特を動与こ定

゜
P4第行益1.(73っを79)役条公て図職私コ（はる役員ンをな行職プは混ら為員ラ、な同自イのいしアら親。、ンの職務ス職務）規務や程をそ遂の，行地す位るをに利当用たしり不、以下に掲げる行為を

正に自己又は他人に利

第2 P5 諷法認5を条定定人n款若余等号に財にしにく定産関は規めすを公定る類る益すこ法似社とる律の。団法（事平法人業成人又を18及は目年び国的法公にと律益帰す財第る属49他団させ法号のる公人）篤旨益の

゜
P第るす員1残22法る44会余も律条の定財の第決款産とこ5議条すののをる第法帰経。11属人て号が）、に清公掲益算げ社をする団法る法場人人合又及にはびお国公い若益てし財有く団はす法地る人方残の公余認共財定団産等体はにに、評関態す議与

" 

6/10



0事務局確認欄 0委員確認欄（着眼点別）

着眼点 基準 該当 公募要領記載の「確認項目」
確認 備考 意見 評語

番号ページ 結果

皿中立性・公正性の続き

暉は事ても3の籟同総瑠t様事と加にのし3つま親分いす族のて）．等1．を当で超該あえ理るな理事い及事こびのとそ合（監の計事配数に偶がつ者、い理又
（委員記載）偏りはない。

＾ 
第4 P6 

゜
P445別紙様式6(役員又は職員の構成についての確認書）が提出され 委

ている。 員

ii)成役が員、又1ま職員の
記

構 公正性の観 ②他の同一の団体の理事又は職員である者そ
載

点から適切か。利益 第4, ののこと他合（監計これ薮事にがに準つ、理ずい事るて相のも互総同に様数密とのし接3ま分なすの関）係1。をに超あえるな理い事
P445別紙様式郎役員又は職員の構成についての確認書）が提出され ｀ 相反防止の工夫が

P6 

゜
ている．

A 

なされているか．
P263~P400別紙様式4(履歴書（職員））

第4 P6 ③職員が特定の団体の出身者に偏らないこと。 P445別紙様式6(役員又は職員の構成についての確認害）が提出され
ている．

③るこ民と間J:公益活動促進業務以外の業務を実施す P519別紙様式8(民間公益活動促進業務以外の業務に関する説明
（委員記載）支降を及ぽすおそれはない

＾ 委
第5 P7 る こ及よぽりす、民お間そ公益活動促進業務の実施に 書） 員

支障を れがないものであること。 民間公益活動促進業務以外の業務を行う予定はないとしている。 記
iii)民間公益活動促

①員こと民、。組間織公及益び活予動算促等進が業実務質と的そにの区他分のさ業れ務てのい職る

載
進業務以外の業務

第5 P7 。し
~ 

を行っている場合に
は、その業務を行う

A 

ことによって業務の
②とな民っ間・て公い益る浩こ動促進業務が法人の主たる業務公正な実施に支障を 第5 P7 と。 ゜及ぽさないか。

第5, P7 ④務社又の会はあ的公る信の業秩用務を序を維若行持しわくすはなる善い上良こでとのふ。風さわ俗しをく害なすいる業お

゜Fそれ

（委員記載）強い意志があると判断できる
＾ 委
員
記

面接においては、指定を受けようとする団体 載

「3 指
（以下「指定申請団体」という。）が指定活用団体 ・-・ 

iv)役員（代表理事）
定の

の使命に対する強い実行・実現意志を有してい A 
は中立性・公正性に ること等も確認。
対する強い意識があ 基準 P3 民間公益活動促進業務の適確かつ公正な実
るか。 につい 施に支障を及ぽすおそれがなく、特定の目的を

て」 有して活動している既存の団体では困難な、中
立的な立場を守る必要がある。

wその他
とくになし

業務実施計画・準備行為実施計画の内容等に関する加点・減点ポイントなど。上記
I~mに関する点を除く。

り /1I 
., . 



仁

~ 
0事務局確認欄 I 0委員確認欄（着眼点別）

着眼点 公募要領記載の「確認項目」• 
贔

.. ~ 意見 五

民間公益活動 1第1

の促進に資する
ことを目的とす
る一般財団法人
であること

P3 

①定款で定める指定申請団体の目的が、法第
20条第1項で定める指定活用団体の目的（民間
公益活動の促進に資すること）に適合しているこ
と，

0 ,_ 

第1 P4 
②r一般社団法人及び一般財団法人に関する法
律（平成18年法律第4B号）Jに規定される一般財
団法人であること。

0 ,~ 

欠格事由

指定申請団体が、下記①～③のいずれにも該当
しないこと．
①法第17条第3項各号に掲げる団体
②法簗33条第1項の規定により指定を取り消さ
れ、その取消しの日から3年を経過しない団体
③役員のうちに次のいずれかに該当する者がい

第6 IP7 Iる団体 I o ,_ 
イ禁錮以上の刑に処せられ、その刑の執行を終
わり、又は執行を受けることがなくなった日から3
年を経退しない者
ロ法の規定により罰金の刑に処せられ、その刑
の執行を終わり．又は執行を受けることがなく
なった日から3年を経過しない者

指定活用団体指定申請書（別紙様式1参照） 1（0 有）

①指定申請団体の基本情報（別紙様式2参照） 1（0 有）

I@定款 I （有o） 

I@登記事項証明書 l（o 有）

記確必無要及載認言びの書類有類の無上有のの

'④指定の申請に関する意思の決定を証する書類 ゜（有）
⑤設立趣意書及び設立者の一黄（椋式自由） ゜（有）
⑥業務実施計画（様式自由） ゜（有）
イ組織全体の使命・目標

゜
口案務実施に当たっての基本的考え方等 10 

ハ画との基目本標方、業針務にの示実され施た内指容定、実活施用体団制体、の実業施務計ご1 0 



着眼点 基準 1 該当
番号ページ

公募要領記載のr確認項目」

⑦準備行為実施計画（様式自由）

0事務局確認欄

優先的に解決すべき社会の諸課題の決定のブ
ロセスの朗確化

資金分配団体の公募に向けた各種書類の作成
のブロセスの明確化（資金提供契約書等）

評価指針・マニュアルの作成のプロセスの明確
化

シンポルマークの作成準備、決定のプロセスの
明確化

各種規程等の整鑽のプロセスの明確化

資金分配団体に対する公募・助成等に係るICT
システムの企画のブロセスの明確(t

⑧評譲員、役員、職員及び会計監査人（就任予定者を
含む＂）の氏名、住所、履歴及び専門的能力等に関す
る事項を記載した書類（別紙様式3及び4参照）

！⑨評議員、役員、職員及び会計監査人への就任予定
者の就任承諾書（別紙様式5参照）

⑩役職員（就任予定者を含む。）について、上記「,.指
定の基準について」の「第4 役員又は職員の構成が．
民間公益活動促進業務の公正な実施に支障を及ぽす
おそれがないものであること」を確認した書類（別紙様
式6参照）

⑪民間公益活動促進業務規程の案（様式自由）

翡゚
①一
P124~P1'5準備行為実施計画において、優先的に解決すべき社会
の諸課題の決定についての記載なし．
ただし、民間公益活動促進業務規程｛案）第3条（「優先的に解決すべき

X I社会の諸課題」の決定）で、当該課題の解決に向けた全体的な方針に
ついて事業計画において明示することとしている。
また、P54、P55,P8'業務実施計画書において、関運事項の記載あ
り＿こ
P124~P1'5準備行為実施計画において、資金分配団体の公募に向
' Iけた各種書類の作成｛資金提供契約書等）についての記載なし。
ただし，P84業務実施計画書において、関連事項の記載あり。

P124~P1'5準備行為実施計画において、評価指針・マニュアルの作
' I成のプロセスの明確化についての記載なしq
ただし、P'2業務実施計画書において、関運謳項の記載あり，

゜
゜
゜

備考

〇委員確認欄（着眼点別）

意見 評語

必要書類の有
無及び書類上の
記載の有無の
確認

品一
0
8

ノヽ
0
有f1
 

ふ

基本方針に示された指定活用団体の業務ごとの
実施の方法に関する事項

法第23条第2項第1号において、民間公益活動促進業務規程に定める
こととされているもののうち「資金分配団体及び民間公益活動を行う団
体の選定の基準」に関し、以下に記載あり。

゜
民間公益活動促進業務の適正を磁保するため
の体制の整備に関する事項｛ガハナンス、コン
ブライアンス体制に関する事項等）

休眠預金等に係る資金の活用対象の範匿

業務委託の基準

契約に関する基本的事項

収支決算書に係る外部監査の実施に関する事
項

゜

民間公益活動促進業務に関する規程（案）のうちP44,~P449
第5条（選定基準）
※ただし、選定の基準の詳細は、理事会決定事項に委任されている。

゜IP446~P447民間公益活動促進業務に関する規程（案）に，業務委託X の基準の記載なし。

P4祁~P447民間公益活動促進業務に関する規程1案）に、契約に関
X Iする基本的事項の記載なし。

P446~P447民間公益活動促進業務に関する規程1案）に，収支決算
X I書に係る外部監査の実施に関する事項の記載なし。
ただし，P14定款第10条において，関連事項の記載あり。



0事務局確認欄 0委員確認欄（着眼点別）

着眼点 翡 9ー当ジ 公募要領記載の「確認項目」 確認 備考 意見 評語
結果

゜
⑫各種規程等（様式自由） 品
・評議員会の運営に関する規程 品
・理事会の運営に関する規程 品
＂役員及び評譲員の報酬等に関する規程

゜
（有）

込詣年参・職額照定閻員）を報をの）示受酬給けし等与たた見等資場込に料合額関をに並す添おびる付けに規する職程る役員こ（員指のと及定。給び（活与別評用の紙議団支様員体給式のの見7 

゜
（有）

・理事の職務権限に関する規程

五,゚_, ・倫理に関する規程

鳳コンプライアンスに関する規程 ヽ゚士ヽ
必無記確載唸要及書びの書類有類無の上有のの ・公益通報者保護に関する規程 ,_゚、

・情報公開に関する規程 ,゚_ヽ
・文書管理に関する規程

・゚~ヽ
・リスク管理に関する規程

-~゚-
・監事の監査に関する規程 ,゚、
・経理に関する規程

ふ,゚_、•組織（事務局）に関する規程

⑬財のその前産日設事の目立録属業時年益す度るにび事おにに業けお当る年事け財度る業産貸に年借設目度録対立に）照さおれ表けた、る損法収益人支計に予算あ算書っ書て及（申はび請、

゜
（有）

⑭ぽはす民、民お間間そ公公れ益益が活活な動動い促促旨進進を業説業務明務以しの外た公の書正業類な務（実別を紙旅行様にう支式湯障8合参をに照及） 

゜
（有）

⑮含"指むり紙。定様）をが式受欠9け格参よ事照う由）とすにる該法当人しな及いびこ役と員を（芝就約任す予る定書者類を

゜
（有）

⑯貰行（別政紙機様関式か10ら参受照け）た指導等に対する措置状況の一

゜
（有）

⑰事務所のレイアウト図（様式自由） 品
10/10




